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１ 訓練目的

【原子力災害対策特別措置法第１３条第１項に基づく防災訓練】

①国、地方公共団体及び原子力事業者における防災体制の実効性の確認
②原子力緊急事態における中央と現地の体制やマニュアルに定められた
手順の確認

③「美浜地域の緊急時対応」に定められた避難計画の検証
④訓練結果を踏まえた教訓事項の抽出、緊急時対応等の検討

⑤原子力災害対策に係る要員の技能の習熟及び原子力防災に関する住民
理解の促進

２ 実施時期

令和４年１１月４日（金）・５日（土）・６（日）

３ 訓練の対象となる原子力事業所

関西電力株式会社 美浜発電所

４ 参加機関等

１４６機関、約４,１８０人（うち、１,１０７人の住民参加）

５ 訓練内容

自然災害及び原子力災害の複合災害を想定し、発電所を対象に以下の訓練を実施
（１）迅速な初動体制の確立訓練

（２）中央と現地組織の連携による防護措置の実施等に係る意思決定訓練
（３）県内外への住民避難、屋内退避等

６ 特記事項

○実動組織等のあらゆる手段を用いた県内外への広域的な住民避難の実効性の確認

○作り込まれた事前のシナリオを極力排したブラインド訓練の追求
○国家備蓄安定ヨウ素剤輸送、内閣府本府を活用した拠点運用等、新たな対応手順の
確認

令和４年度原子力総合防災訓練の概要

PAZ（予防的防護措置を準備する区域）
１市１町
福井県：美浜町、敦賀市

UPZ（緊急防護措置を準備する区域）
５市５町

福井県：美浜町、敦賀市、若狭町、小浜市、南越前町、
越前市、越前町
滋賀県：長浜市、高島市
岐阜県：揖斐川町

みなみえちぜんちょう

お ばま し

わかさちょう

いびがわちょう

みはまちょうつる が し

えちぜん しえちぜんちょう

ながはま したかしま し

みはまちょう つる が し

みなみえちぜんちょう

南越前町

えちぜんし

越前市

つるがし

敦賀市

みはまちょう

美浜町

わかさちょう

若狭町

おばまし

小浜市

琵琶湖

いびがわちょう

揖斐川町

ながはまし

長浜市

えちぜんちょう

越前町

たかしまし

高島市

ＰＡＺ：予防的防護措置を準備
する区域（概ね５ｋｍ）

ＵＰＺ：緊急防護措置を準備
する区域（概ね5～30km）

出典：国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp/#9/35.795538/136.051941）

「白地図」国土地理院（http://maps.gsi.go.jp/#10/35.703032/135.964050）をもとに内閣府
（原子力防災）作成

資料１

令和４年度原子力総合防災訓練の結果概要

参加機関 １４６機関

人数 約４，１８０人（うち、１，１０７人の住民が参加）
[内訳］
指定行政機関等 ２９機関 ４０８人

指定地方行政機関等 １９機関 ２０１人
地方公共団体等 ４５機関 １，６０８人
指定公共機関等 ５機関 ４６人
指定地方公共機関等 ７機関 ７８人
原子力事業者 １４機関 ４９５人
その他関係機関 ３４機関 ２３２人
避難・一時移転等参加住民数 １，１０７人

訓練地域 避難先 避難手段

福井県 美浜町 おおい町いきいき長寿村 福祉車両避難

１．日付

２．参加機関数等

３．ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者の避難訓練

４．ＰＡＺ内の住民避難訓練

５．ＵＰＺ内住民の屋内退避訓練

６．ＵＰＺ内一部住民の一時移転訓練

令和４年１１月４日（木）１４：００ ～ ６日（日）１３：００

訓練地域 避難先（移動先） 避難手段

福井県 美浜町 おおい町大飯中学校 バス、自家用車、
ヘリ、水陸両用車、
高機動車

敦賀市 鞠山南ヘリポート
敦賀港金ヶ崎岸壁

ヘリ
高機動車

緊急速報メール、ＳＮＳ、屋外スピーカー及び広報車等による情報伝達等に
よる住民等への屋内退避指示

訓練地域 福井県、滋賀県、岐阜県

（岐阜県は、屋内退避ののち、一時集結所に集合）

訓練地域 避難先（経由地・移動先等） 避難手段

福井県 美浜町 高浜町高浜けいあいの里※１ 福祉車両

おおい町総合運動公園体育館
おおい町ホテルうみんぴあ※２

バス、自家用車

（美浜町総合運動公園）※３ ヘリ

敦賀市 奈良県天理市二階堂小学校 バス、自家用車

若狭町 兵庫県三木市総合防災公園 バス、自家用車

（おおい町多目的グラウンド）※３
→おおい町総合運動公園体育館

自衛隊車両
バス

小浜市 （小浜漁港）※３
→おおい町うみんぴあ大飯

船舶
バス

兵庫県姫路市みなとドーム
姫路城下町ホテルクレール日笠※
２

バス

南越前町 永平寺町上志比小学校 バス

越前市 春江Ｂ＆Ｇ海洋センター バス

石川県小松市民センター バス、自家用車

越前町 大野市希望園※１ バス

坂井市加戸小学校 バス、自家用車

滋賀県 長浜市 湖北体育館 バス

高島市 高島Ｂ＆Ｇ海洋センター バス

岐阜県 揖斐川町 揖斐川町地域交流センターはなもも バス、自家用車、
ヘリ※３

※１：避難行動要支援者の避難訓練
※２：コロナ禍の避難所確保対策訓練
※３：孤立地域からの搬送訓練

資料２
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事象
発生 全面緊急事態施設敷地緊急事態警戒事態

（事象の推移）

（３日目）（２日目）

○迅速な初動体制の確立
・要員の参集、現状把握
・テレビ会議システム等を活用した
関係機関相互の情報共有 等

（１日目）

○中央と現地組織の連携による防護措置の
実施等に係る意思決定
・自然災害との複合災害を想定した原子力災害に係る
情報共有、意思決定等
・現地への国の職員・専門家の緊急輸送 等

・ＰＡＺ内の住民の避難
・ＵＰＺ内住民の屋内退避

・緊急時モニタリングの実施
・モニタリング結果を踏まえた
一時移転エリアの特定等
・ＵＰＺ内住民の一時移転 等

○県内外への住民避難、
屋内退避等

令和４年度原子力総合防災訓練の訓練内容 資料３

総合訓練の流れ（１日目）
１日目

時刻（実時刻） 14:00（訓練開始） 18:15（訓練中断）

時刻（訓練上の設定時刻） 14:00（訓練開始） 18:15（訓練中断）

主要な事態の

推移

自然災害

原子力災害

（美浜発電所）

中央の体制

内閣官房副長

官補（事態対
処・危機管理
担当）付

官邸対策室設置（地震）

原子力規制委

員会・内閣府
（原子力防災
担当）

原子力規制委員会・内閣府

原子力事故合同警戒本部
（原子力規制庁ＥＲＣ）

現地の体制 美浜ＯＦＣ
原子力規制委員会・内閣府

原子力事故合同現地警戒本部

国からの要請／指示

住民避難の

動き（イメージ）

ＰＡＺ

ＵＰＺ

★14:00 地震発生

警戒事態（ＡＬ）

警戒事態（ＡＬ２）
施設敷地緊急事態

（地震発生後）原子炉手動停止 原災法第１０条に該当する事象が発生

事
故
対
策
本
部

会
議※

１

１
０
条
事
象

発
生
通
報

現
地
事
故
対
策

連
絡
会
議※

２

原子力規制委員会・

内閣府原子力事故
合同現地対策本部

要配慮者の避難準備

※１ 原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部会議

※２ 原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同現地対策本部及び現地事故対策連絡会議合同会議

★16:00 地震発生（2回目）

敦賀半島において道路・港の被害を確認

住民の避難準備

住民の避難準備

○ＰＡＺ内要配慮者の避難要請

○ＰＡＺ内住民の避難準備開始要請
○ＰＡＺ内要配慮者の避難準備要請

資料４－１
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総合訓練の流れ（２日目）
2日目

時刻（実時刻） 08:30（訓練再開） 11:00 13:00 17:00頃（訓練中断）

時刻（訓練上の設定時刻） 08:30（訓練再開） 13:00 3日後13:00 3日後17:00頃（訓練中断）

主要な事態
の推移

自然災害

原子力災害

（美浜発電所）

中央の体制

内閣官房副長

官補（事態対
処・危機管理
担当）付

原子力規制委

員会・内閣府
（原子力防災
担当）

現地の体制 美浜ＯＦＣ

国からの要請／指示

住民避難の動き
（イメージ）

住民避難等の訓練

ＰＡＺ

ＵＰＺ

１
５
条
事
象

発
生
通
報

現
状
報
告
・上
申

施設敷地緊急事態
（原災法第１０条事象）

１５条事象の
予兆

原
子
力
緊
急
事
態
宣
言

現
地
事
故
対
策

連
絡
会
議

原
子
力
災
害
対
策
本
部
会
議

原
子
力
災
害
合

同
対
策
協
議
会

ス
キ
ッ
プ
（２
時
間
経
過
）

原
子
力
事
故
対
策
本
部
会
議

現
状
報
告
・上
申

原
子
力
災
害
合

同
対
策
協
議
会

ＵＰＺ内住民の一時
移転に係る意思決定
（地域の特定、指示・
公示文の決定後の連
絡など）

全面緊急事態
（原災法第１５条事象）

原災法第１５条事象に該当する事象が発生

○一時移転区域の追加
（絞込み）検討

敦賀半島において道路啓開により一部供用再開

ス
キ
ッ
プ
（2
日+

22
時
間
経
過
）

○放射性物質の放出停止
（大規模な追加放出の恐
れなし）
※屋内退避解除指示は実
施済の想定で訓練再開

資料４－２

・施設敷地緊急事態要避難者の避難（実動訓練）
・ＰＡＺ地域内の住民避難（実動訓練）

・ＵＰＺ内住民の屋内退避（実動訓練）

住民の避難準備
住民の避難開始
安定ヨウ素剤の服用

住民の屋内退避準備 住民の屋内退避開始

要配慮者の避難開始

合対協に
連動しない
要素訓練

総合訓練の流れ（３日目）

３日目

時刻（実時刻） 08:30（訓練開始） 13:00（訓練終了）

時刻（訓練上の設定時刻） 4日後08:30（訓練開始） 4日後13:00（訓練終了）

中央の体制

官邸

ＥＲＣ

現地の体制 美浜ＯＦＣ

福井県

滋賀県
岐阜県

ＵＰＺ内住民

の
一時移転

訓練

原
子
力
災
害

合
同
対
策
協
議
会

○ＵＰＺ内住民の一時移転

状況の確認

ＵＰＺ内住民の一時移転

（合対協と連動する一時移転の訓練（意思決定訓練））

（合対協と連動しない一時移転の要素訓練（実動訓練））

資料４－３
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原子力緊急事態時の危機管理体制

原子力規制
委員会

原子力事業所
（プラントの事故収束）

原子力発電所外
（住民の防護）

≪合同対策協議会≫
住民の避難指示・支援等

≪オフサイト対応≫

事業者の
監督・支援等

原子力事業所
災害対策
支援拠点
(例：Jヴィレッジ)

自衛隊等

原子力施設
事態即応センター
(原子力事業者本店）

規制庁職員

【 現地 】

原災本部事務局 官邸チーム

内閣府政策統括官（事務局長）
内閣府・規制庁等主要職員 等

原災本部事務局 ＥＲＣチーム

規制庁次長
内閣府・規制庁等主要職員 等

現地対策本部
（オフサイトセンター：

OFC）

本部長：内閣府副大臣
内閣府大臣官房審議官等

地方
公共団体

原子力災害対策本部
本部長 ：内閣総理大臣
副本部長：官房長官、環境大臣、内閣府特命担当大臣（原子力防災）、

規制委員会委員長 等
本部員 ：全ての国務大臣、内閣府副大臣・政務官、内閣危機管理監等

※必要に応じ、

状況報告

専門的・

技術的知見

≪オンサイト対応≫

【中央】 ≪官邸等≫

≪規制庁内ＥＲＣ≫

原子力被災自治体支援チーム

≪原子力利用省庁執務室≫

原子力被災者生活支援チーム

事務局長：原子力利用省庁副大臣

事務局長補佐：原子力利用省庁審

議官（内閣府審議官と併任）

指示・連絡

調整・連携

原子力統合防災
ネットワーク

国の職員の主な拠点は、

官邸チーム（官邸との調整）

ERCチーム（情報集約・状況判断）

OFCチーム（自治体との調整）

原子力被災者生活支援チーム
（避難住民の生活支援等）
ERC：Emergency Response 

Center（緊急時対応センター）
OFC：Offsite Center（緊急事態応急

対策拠点施設）

資料５

令和４年度原子力総合防災訓練 訓練項目等

訓練項目 訓練目標

本
部
等
運
営
に
関
す
る
訓
練
項
目

原子力災害対策本部等運営訓練
警戒事態発生に伴う原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部、施設敷地緊急事態発生に伴う
同事故合同対策本部、全面緊急事態発生に伴う原子力災害対策本部を設置するとともに、各本部の運営
を通じた関係機関の情報共有、連絡調整、意思決定等を行う。

県災害対策本部等運営訓練
発電所の事故進展に応じて、関係地方公共団体において災害対策本部等を設置し、地域防災計画等に基
づく応急対策を実施するとともに、テレビ会議システム等を活用し、ＥＲＣ及びＯＦＣとの間で継続的な情報
共有を図る。

県現地災害対策本部等運営訓練
発電所の事故進展に応じて、ＯＦＣに現地災害対策本部を設置し、ＮＩＳＳ等を活用し、県災害対策本部やＯ
ＦＣとの間で継続的な情報共有を図る。

オフサイトセンター運営訓練
ＯＦＣ内組織の運営（原子力災害合同対策協議会の運営を含む。）を通じて、防護措置に係る関係地方公
共団体等との具体的対策の検討、調整等を行う。

資料６－１
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令和４年度原子力総合防災訓練 訓練項目等

訓練項目 訓練目標

そ
の
他
の
訓
練
項
目

緊急時対応要員参集訓練 緊急事態区分の進展に応じて、各拠点に参集することとなっている緊急時対応要員の参集を実施する。

緊急時通信連絡訓練
各拠点・関係機関の間で定められた通信連絡を行うとともに、現地の活動や避難状況について、映像等を
関係機関に伝送し、国と関係地方公共団体との間で情報共有を行う。

国、地方公共団体、実動組織等の連
携訓練

国、地方公共団体、実動組織、事業者等の間で、事態の進展に応じて必要な情報共有、連絡調整及び連
携した訓練等を行う。

緊急時モニタリング訓練
緊急時モニタリング実施計画の策定等を行うとともに、国、地方公共団体、原子力事業者及び関係指定公
共機関が連携して、緊急時における環境放射線のモニタリングを行う。

ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者
の避難訓練

施設敷地緊急事態発生の通報を受け、ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者について、避難先の調整、
輸送手段の確保、避難者の受入れ等を行い、避難等を実施する。

ＰＡＺ内の住民避難訓練
原子力緊急事態宣言後、原子力災害対策本部からの避難指示を受け、ＰＡＺ内の住民について、避難先の
調整、輸送手段の確保、避難者の受入れ等を行うとともに、安定ヨウ素剤の服用を行った上で、避難等を実
施する。

ＵＰＺ内住民の屋内退避訓練
原子力緊急事態宣言後、原子力災害対策本部からの屋内退避指示を受け、ＵＰＺ内の住民等の屋内退避
や各機関の情報伝達等を行う。あわせて、屋内退避の意義等の理解促進を図る。

ＵＰＺ内一部住民の一時移転訓練

ＯＩＬ２の基準を超過したことに伴い、ＵＰＺ内で屋内退避中の一部住民について、一時移転先の調整、輸送
手段の確保、一時移転した住民の受入れ等を行い、県内外のＵＰＺ外への一時移転を実施する。あわせて、
各機関への情報伝達及び一時移転住民への安定ヨウ素剤の緊急配布を行うとともに、避難退域時検査等
場所を設置し、一時移転に伴う人員及び車両の避難退域時検査並びに簡易除染を行う。

資料６－２

令和４年度原子力総合防災訓練 訓練項目等

訓練項目 訓練目標

そ
の
他
の
訓
練
項
目

安定ヨウ素剤緊急配布・服用訓練
原子力緊急事態宣言後、原子力災害対策本部からの避難指示を受け、ＰＡＺ等地域内の住民避難を実施
する際、安定ヨウ素剤の緊急配布・服用を行う。また、ＯＩＬ２の判断に基づく、ＵＰＺ内一部住民の一時移転
等を実施する際、原子力対策本部からの指示を受け、住民への安定ヨウ素剤の緊急配布・服用を行う。

避難退域時検査・簡易除染訓練
ＯＩＬ２の判断に基づき、ＵＰＺ内一部住民の一時移転等を実施する際、避難経路上に避難退域時検査等場
所を設置し、避難用車両、住民の避難退域時検査及び簡易除染を行う。

原子力災害医療訓練
施設敷地緊急事態発生後、不測の事態に備え、国が備蓄する安定ヨウ素剤の輸送を実施する。また、ＯＩＬ
２の判断に基づき一時移転する住民が、避難退域時検査場所において、ＯＩＬ４超過のため除染が必要と
なったことを想定し、救急車等による搬送を行う。

物資調達・供給訓練 避難所等における物資需要を把握し、食料・水・生活必需品・医療品等の調達・供給を行う。

交通規制・警戒警備訓練 警察、道路管理者、海上保安庁等による交通規制、船舶航行規制や道路状況の確認等を行う。

避難所等における感染症対策訓練
新型コロナウイルス流行下での原子力災害発生を模擬し、住民避難等の訓練を一部、感染症対策を加味
して実施する。

資料６－３
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令和４年度原子力総合防災訓練 訓練項目等

訓練項目 訓練目標

原
子
力
事
業
者
が
参
加
主
体
と
な
る
訓
練

対策本部運営訓練

地震や発電所設備の故障等の発生に伴い、美浜発電所（緊急時対策所）及び本店（原子力事業本部：美浜
町及び本店：大阪市）に原子力緊急時対策本部を設置し、緊急事態応急対策を指揮するとともに、テレビ会
議システム等を活用し、原子力緊急時対策本部と即応センター、即応センターとＥＲＣとの間で情報共有を
図る。

通報連絡訓練 地震や発電所設備の故障等の発生に伴い、原子力事故等の状況について関係機関への通報連絡を行う。

警備・避難誘導訓練 発電所構内作業者等の避難誘導及び避難場所への移動を行うとともに、発電所敷地内の立入制限を行う。

原子力災害医療訓練
発電所構内における放射性物質汚染を伴う傷病者に対する汚染除去等の応急措置及び関係機関と連携し、
医療機関への搬送等を行う。また、施設敷地緊急事態の発生後２４時間以内に発電所構内に医療提供体
制を確立するため、県外の関係機関等から医療関係者の派遣要請及び発電所構内への受入れを行う。

事故収束訓練
施設敷地緊急事態及び全面緊急事態の発生に伴い、発電所が保有する重大事故等対処設備を活用した
事故拡大防止措置を行う。

原子力事業所災害対策支援拠点運営
訓練

原子力事業所災害対策支援拠点の設営・運営を行い、原子力施設事態即応センター、ＯＦＣ等との情報共
有を行う。

原子力事業者支援連携訓練
原子力災害時における原子力事業者間の協力協定等の取決めに基づき、施設敷地緊急事態発生に伴う
要員派遣、資機材提供の支援要請連絡、原子力緊急事態支援組織から提供を受けた資機材の発災発電
所への搬送等を行う。

緊急時モニタリング訓練
発電所対策本部からの指示に基づく必要なモニタリングポイントへの測定機器の配備及び測定結果を対策
本部へ連絡する。

資料６－４

「２つのＰＤＣＡサイクル」による原子力防災体制の充実・強化 資料７
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評価種別・方法 評価種別・方法

評価
種別

評価方法 評価者 評価内容（概要）

自 己
評 価

直後レビュー
官邸・ERC・OFC・地方公共
団体訓練対象者

・訓練対象者同士の振り返り、
討議を通じた評価

アンケート
官邸・ERC・OFC・地方公共
団体訓練対象者

・訓練対象者の役割に応じた手
順の理解度、達成度等の評価

外 部
評 価

評価員評価
（評価チェックシート）

原子力防災専門官
上席放射線防災専門官
外部委託評価員 等
※官邸・ERC・OFC等に配置

・官邸、ERC、OFC機能班内・機
能班間、各拠点間の連携など
の対応状況の評価
・訓練方法の評価

専門家レビュー

外部専門家
災害対応ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、危機管理、
環境影響評価、放射線計測、

災害対応航空技術、
原子力災害医療等

※官邸・ERC・OFC等に配置

・各専門家の専門領域に基づく
評価
・訓練方法の評価

「原子力防災訓練ガイダンス 訓練の企画、実施、評価及び改善のあり方」（令和２年３月 内閣府（原子力
防災担当））に基づく、評価種別・方法から抽出

資料８

外部専門家・主な評価項目
所 属 氏 名 専門分野 主な評価項目（視点）

岩手大学 越野 修三

・危機管理、防災
（経歴）

・岩手大学地域防災研究センター客員教授（元岩手県防災危機管理監）
・内閣府（防災） 防災スペシャリスト養成研修講師
・内閣府（原子力防災）中核的人材研修講師

・災害対策本部の指揮・統制

（場所：内閣府、ＥＲＣ）

横浜国立大学 野口 和彦

・危機管理（原子力緊急時対応）、危機管理システム
（経歴）

・横浜国立大学リスク共生社会創造センター長
・避難計画等の継続的改善プロセスの構築の調査・支援業務検討委員
・原子力防災専門官基礎研修講師

・原子力緊急時対応
・訓練の方法（方式、内容等）、今後の課題

（場所：内閣府、ＥＲＣ）

国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構
安全研究・防災支援部門原
子力緊急時支援・研修セン
ター

武石 稔

・環境放射線モニタリング
（経歴）

・福島環境安全センターにて福島の環境回復に関する業務に従事
・技術士（原子力・放射線部門）
・原子力規制庁「環境放射線モニタリングの技術検討チーム」メンバー

・原子力規制委員会「緊急事態応急対策委員」

・緊急時モニタリング体制（仕組み）の実効性、今後の
課題

（場所：ＥＭＣ）

（株）三菱総合研究所 石井 和

・危機管理（原子力防災、一般防災）、危機管理訓練設計
（経歴）

・三菱総合研究所 経営企画部 主席研究員
産業セキュリティグループ グループリーダー
・避難計画等の継続的改善プロセスの構築の調査・支援業務検討会事務局責任者

・対策本部等の運営の在り方
・訓練運営・評価の在り方、今後の課題

（場所：ＯＦＣ）

（公財）原子力安全研究協

会
片桐 裕実

・環境影響評価（モニタリング）
（経歴）

・元原子力緊急時支援・研修センター長
・JANSI「原子力防災訓練ガイドライン検討会」委員
・避難計画等の継続的改善プロセスの構築の調査・支援業務検討委員

・原子力安全・保安院「オフサイトセンターの在り方に関する意見聴取会」委員
・原子力規制庁「緊急時モニタリングの在り方に関する検討チーム」委員

・オフサイトセンターの運営（県災害対策本部等との連
携の在り方、今後の課題等）

（場所：ＯＦＣ）

国立研究開発法人
宇宙航空研究開発機構
調布航空宇宙センター

小林 啓二
・災害対応航空技術、防災
（経歴）

・宇宙航空研究開発機構航空技術部門
次世代航空イノベーションハブ主任研究開発員

・原子力災害を含む複合災害時の情報共有の在り方、
ヘリコプター等の運用状況の確認、今後の課題

（場所：ＯＦＣ）

ベアーズプランニング 熊丸由布治

・危機管理、災害対応マネジメント、消防戦術、NFPA、FEMA等
の有資格者
（経歴）

・（社）災害対応訓練研究所代表理事
・前在日米陸軍統合消防次長

・米国基準（オンサイト訓練）との比較等
・原子力災害対策本部事務局での緊急時対応業務の
在り方及び関係機関との相互連携について、今後の
課題
（場所：オンサイト、ＯＦＣ）

国立研究開発法人量子科学
技術研究開発機構
量子医学・医療部門
高度被ばく医療センター
副センター長

立崎 英夫

・原子力災害医療
（経歴）

・国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 量子医学・医療部門高度被ばく
医療センター 副センター長
・元原子力安全委員会専門委員

・元原子力規制委員会原子力災害事前対策の在り方等に関する検討チームメンバー

・原子力災害時の医療体制、処置に関すること
・医療提供体制の実効性の検証及び課題の抽出
・医療処置時の放射線防護・汚染拡大防止措置の対応
状況の確認
（場所：オンサイト）

資料９
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訓練目的から評価までの流れ訓練目的から評価に至る関係 資料１０

改善 訓練評価に基づく改善

②プロセス

リソース

組織能力
情報管理、意思決定、指揮統制、連携等

計画

③成立要件

個人能力
技術、意識・理解等

平時の防災対策
（訓練前に準備）

訓練・訓練評価
①実績

評価結果に対する
要因分析

防災計画、
マニュアル等

要員、資機材等

資料１１
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訓練評価の全体像

実績評価 プロセス評価 訓練方法（目標設定・
シナリオ等）の評価

成立要件に基づく要因分析による教訓の抽出・整理

計画
（防災計画・マニュアル等)

組織能力
(情報管理、意思決定、
指揮統制、連携等)

個人能力
(技術、意識・理解等)

リソース
(要員・資機材等)

教訓の抽出・整理

訓練方式
訓練内容
（シナリオ・
状況付与等）

訓練成果報告書の作成、教訓の共有
／

アクションプランの検討

フォローアップ活動 訓練方法の
改善策の検討・実施

Check
評
価

Action 改
善

訓練振り返り（直後レビューや事後検討会等）への参画

評価レポートの作成

訓練の評価結果の共有、照会

能力向上のための
改善策の検討・実施

各主体 訓練担当者

資料１２

住民避難に係る意思決定の流れ（警戒事態）

主要イベント
官邸
内閣府

ＥＲＣ ＯＦＣ 福井県 美浜町・敦賀市
若狭町・小浜市
・南越前町・越前

市・越前町

滋賀県
長浜市
高島市

岐阜県 揖斐川町

11/4 14：00 地震発生
15：11 要避難者要請文

発出

共有

施設敷地緊急事態

要避難者への避難
準備要請

回答

対象住民への避

難準備要請

施設敷地緊急事

態における防護措
置の準備作業

対象住民への避
難準備要請

調整

16:30 原災法第10条通報

16:49 施設敷地緊急事態
要避難者の避難等
要請住民の避難準

備要請

・施設敷地緊急事態
要避難者への避難
要請

・全面緊急事態に備
えた避難等の準備
要請

内閣府副大臣

（原子力防災担
当）ＯＦＣ到着（Ｏ
ＦＣの体制確立）

対象住民への避

難要請、避難等準
備要請、屋内退避
準備要請

対象住民への避

難要請、避難等
準備要請

対象住民への屋
内退避準備要請 対象住民への屋

内退避準備要請

対象住民へ
の屋内退避
準備要請

対象住民への屋
内退避準備要請

対象住民へ

の屋内退避
準備要請

11/5

09:30 原災法第15条通報
10:10 総理への上申
10:50 原子力緊急事態

宣言
ＰＡＺ内の住民の
避難指示
安定ヨウ素剤服用
指示

・原子力緊急事態
宣言
・公示・指示発出

対象住民への避
難・屋内退避指示

調整

対象住民への避
難指示

調整

対象住民への屋
内退避指示

全面緊急事態にお
ける防護措置実施

の準備作業

対象住民への屋
内退避指示

調整

対象住民へ
の屋内退避
指示

全面緊急事態にお
ける防護措置実施

の準備作業

対象住民への屋
内退避指示

調整

対象住民へ

の屋内退避
指示

第1回現地事故対策連絡会議合同会議 ・美浜地域施設敷地緊急事態における防護措置実施内容の確認

原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同
対策本部会議

・情報共有、避難要請等の説明、被害状況、
現地活動状況、今後の対応、活動部隊へ
の留 意事項、プラント状況・見通し、モニ
タリング情報等

全面緊急事態に
おける防護措置
実施の準備作業

第2回現地事故対策連絡会議合同会議 ・施設敷地緊急事態に伴う状況報告、全面緊急事態における防護措置実施の準備

第1回合同対策協議会全体会議 ・全面緊急事態における防護措置実施内容の確認、各市町準備状況報告

資料１３

全面緊急事態に
おける防護措置
実施の準備作業

全面緊急事態に
おける防護措置
実施の準備作業

原子力災害対策
本部会議

原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同
対策本部

・要請文発出を決定、 防護措置の 内容
確認
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警戒事態要請文(美浜発電所) 資料１４－１

警戒事態要請文(美浜発電所) 資料１４－２
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住民安全班の活動内閣府本府における機能班活動（全景）

総括班の活動

警戒事態における官邸チーム（内閣府）の活動状況 資料１５

原子力規制委員長へ報告

オフサイト総括

警戒事態におけるＥＲＣの活動状況 資料１６－１

オンサイト総括

全体指揮原子力規制委員への報告
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警戒事態におけるＥＲＣの活動状況 資料１６－２

プラント班の活動総括班の活動

放射線班から全体指揮へ報告 医療班から全体指揮へ報告

警戒事態におけるＥＲＣの活動状況 資料１６－３

住民安全班からオフサイト総括へ報告

医療班の活動広報班の活動

住民安全班の活動
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警戒事態におけるＯＦＣの活動状況

総括班初動対応初動対応（地域原子力規制総括調整官と原子力防災専門官）

広報班初動対応

資料１７－１

プラントチーム初動対応

警戒事態におけるＯＦＣの活動状況

実動対処班初動対応

住民安全班初動対応 医療班初動対応

資料１７－２

ＯＦＣ内での情報共有（海上保安庁からのライブ映像）
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